財政力指数
       基準財政収入額

       基準財政需要額
　財政力の強弱を示す指標であり、上記の式により算出した数値の直近の３ヶ年度の平均値が用いられます。この数値が大きくなるほど財政力は強くなるものと見なされ、単年度の数値で「１」を超える団体は、その年度の普通交付税の不交付団体となります。
· 基準財政収入額及び基準財政需要額

普通交付税の算定に用いるもので、基準財政収入額は、標準的な状態で徴収が見込まれる税収入等の額であり、基準財政需要額は、標準的な状態で見込まれる財政需要額です。
（参考）普通交付税 ≒ 基準財政需要額 － 基準財政収入額
実質収支比率

       　実質収支
                     × １００（％）
　　　 標準財政規模
　実質収支の程度を示す指標であり、黒字幅が大きいほど良いというものではなく、一般的には、３～５％程度になることが望ましいと考えられています。

　実質収支とは、地方公共団体の純剰余または純損失を意味しており、実質収支に示される黒字または赤字は、団体の財政運営の状況を判断するポイントになります。
　※実質収支＝形式収支(歳入－歳出)－翌年度へ繰り越すべき財源

　　※標準財政規模
　　地方公共団体の一般財源の標準的な収入見込額。
実質公債費比率
                　　　　  (A+B)-(C+D)
      実質公債費比率 ＝                    × １００（％）
                             E+F-D

      A:地方債の元利償還金（公営企業分、繰上償還等を除く）

　　B:地方債の元利償還金に準ずるもの（「準元利償還金」）

　　C:元利償還金又は準元利償還金に充てられる特定財源

　　D:地方債に係る元利償還金に要する経費として普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額及び準元利償還金に要する経費として普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

　　　E:標準財政規模

　　F:臨時財政対策債発行可能額

　　地方税、普通交付税のように使途が特定されておらず、毎年度経常的に収入される財源のうち、公債費や公営企業債に対する繰出金などの公債費に準ずるものを含めた実質的な公債費相当額（普通交付税が措置されるものを除く）に充当されたものの占める割合の前３年度の平均値。

　　地方債協議制度のもとで、１８％以上の団体は、地方債の発行に際し許可が必要となります。さらに、２５％以上の団体は地方債の発行が制限されます。

経常収支比率

       　 　経常経費に充当した一般財源額
                                        　 × １００（％）
    　　　　　経常的一般財源の総額
　　 　　　　＋減税補てん債＋臨時財政対策債
　地方税、普通交付税のように使途が特定されておらず、毎年度経常的に収入される財源（経常的一般財源）のうち、人件費、扶助費、公債費のように毎年度経常的に支出される経費（経常経費）に充当されたものが占める割合。
　これは、財政構造の弾力性を示す指標であり、この数値が高くなるほど財政構造は硬直化しているものと見なされます。
用語説明
一部事務組合
　地方公共団体の組合であり、その事務の一部（消防、ごみ処理等）を共同で処理するために設置された特別地方公共団体。
第三セクター
　一般的には国や地方公共団体の公共部門（第一セクター）と民間部門（第二セクター）と共同出資で設立された事業主体を指します。
地方公営企業
　都道府県や市町村が経営する企業で、住民の福祉の増進を目的とすることは、一般行政と同じですが、その事業に要する経費を、税金ではなく、受益者が負担する点に大きな特色があります。
地方公営企業法
　地方自治法、地方財政法及び地方公務員法の特例法で、地方公共団体の経営する企業の組織、財務及び従事する職員の身分取扱その他企業の経営基準、企業の経営に関する事務等を定めた法律。特別会計を設け、発生主義や独立採算制採用等の一般会計の経理方法に対する特例等を設けています。
　「法適用企業」とは、この地方公営企業法を適用する企業で、次の事業を定めています。
　　水道（除く簡易水道）／工業用水道／軌道／自動車運送／鉄道／電気／ガス／病院
　また、このほかの事業でも、条例で定めれば、地方公営企業法を適用する地方公営企業とすることができます。 

